
令
和
７
・
５
・
23
法
律
第
41
号
＝
下
請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法
及
び
下
請
中
小
企
業
振
興
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

④　
従
業
員
基
準
の
追
加

　

適
用
基
準
と
し
て
従
業
員
数
３
０
０
人

（
役
務
提
供
委
託
等
は
１
０
０
人
）
の
区

分
が
新
設
さ
れ
、
規
制
お
よ
び
保
護
の
対

象
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

⑤　
面
的
執
行
の
強
化

　

指
導
・
助
言
等
の
監
督
行
為
を
行
な
う

所
管
当
局
に
、
対
象
事
業
者
の
事
業
を
所

管
す
る
省
庁
の
主
務
大
臣
が
追
加
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
公
正
取
引
委
員

会
、
中
小
企
業
庁
、
事
業
所
管
省
庁
の
３

組
織
が
連
携
し
て
調
査
・
監
督
に
当
た
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

下
請
中
小
企
業
振
興
法
も
法
律
名
が

「
受
託
中
小
企
業
振
興
法
」
に
改
め
ら

れ
、
用
語
の
見
直
し
と
と
も
に
対
象
事
業

者
へ
の
支
援
が
強
化
さ
れ
ま
し
た
。

　

改
正
法
は
、
令
和
８
年
１
月
１
日
（
一

部
の
規
定
は
公
布
の
日
）
か
ら
施
行
さ
れ

ま
す
。�

「
下
請
事
業
者
」を「
中
小
受
託
事
業
者
」に
改
め

支
払
遅
延
等
対
策
を
強
化

　

物
価
上
昇
を
上
回
る
賃
上
げ
を
実
現
す

る
た
め
に
、
中
小
企
業
を
は
じ
め
と
す
る

事
業
者
の
取
引
を
適
正
化
し
、
賃
上
げ
の

原
資
を
確
保
す
る
た
め
の
価
格
転
嫁
を
さ

ら
に
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

下
請
代
金
支
払
遅
延
防
止
法
の
「
下
請

事
業
者
」
が
「
中
小
受
託
事
業
者
」
に
、

「
親
事
業
者
」
が
「
委
託
事
業
者
」
に
改

め
ら
れ
、
法
律
名
が
「
製
造
委
託
等
に
係

る
中
小
受
託
事
業
者
に
対
す
る
代
金
の
支

払
の
遅
延
等
の
防
止
に
関
す
る
法
律
」
と

さ
れ
、
取
引
適
正
化
の
た
め
の
規
制
が
強

化
さ
れ
る
と
と
も
に
、
い
わ
ゆ
る
「
下

請
」
と
い
う
呼
称
が
な
く
な
り
ま
す
。

規
制
内
容
・
対
象
の
見
直
し
と

執
行
の
強
化

　

支
払
遅
延
等
と
し
て
は
次
の
よ
う
な
改

正
が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。

①　
協
議
を
適
切
に
行
な
わ
な
い
代
金
額

の
決
定
の
禁
止

　

中
小
受
託
事
業
者
か
ら
求
め
が
あ
っ
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
委
託
事
業
者
が
代
金

に
関
す
る
協
議
に
応
じ
な
い
、
ま
た
は
必

要
な
説
明
や
情
報
の
提
供
を
し
な
い
ま
ま

メンタルヘルス対策の推進
　これまで努力義務とされていた労働
者50人未満の事業場についてもスト
レスチェックが義務付けられました。
（令和７・５・14法律第33号＝労働
安全衛生法及び作業環境測定法の一部
を改正する法律）

リチウム電池の管理規制
　蓄電池製造等を行なう取扱所の位
置、構造、設備の基準に係る規定の整
備など、リチウムイオン蓄電池の取扱
い等に係る規制が見直されました。
（令和７・５・14政令第191号＝危
険物の規制に関する政令の一部を改正
する政令）

熱中症対策の強化
　労働安全衛生規則で熱中症への対策
が義務付けられたことに伴い、省令の
概要や細部事項が示されています。
（令和７・５・20基発0520第６号＝
労働安全衛生規則の一部を改正する省
令の施行等について）

安定的な医薬品等の供給
　医薬品等の品質・安全性の確保の強
化等の観点から、医薬品品質保証責任
者・医薬品安全管理責任者の設置の義
務付けが薬機法で法定化されます。
（令和７・５・21法律第37号＝医薬
品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律等の一部を
改正する法律）

悪質ホストクラブ規制
　「色恋営業」の禁止など、悪質ホス
トクラブへの規制が強化されています。
（令和７・５・28法律第45号＝風俗
営業等の規制及び業務の適正化等に関
する法律の一部を改正する法律）

ＮＴＴ法の見直し
　ＮＴＴ法が改正され、固定電話サー
ビスの全国一律の提供義務が緩和され
ました。
（令和７・５・28法律第46号＝電気
通信事業法及び日本電信電話株式会社
等に関する法律の一部を改正する法律）

その他の新法令・通達

新
法
令
・
通
達
解
説
令
和
７
年
５
月
30
日

ま
で
の
公
布
分

一
方
的
に
代
金
の
額
を
決
定
す
る
行
為
が

禁
止
さ
れ
ま
し
た
。

②　
手
形
払
等
の
禁
止

　

支
払
手
段
と
し
て
の
手
形
払
い
が
禁
止

さ
れ
ま
し
た
。

　

電
子
記
録
債
権
や
フ
ァ
ク
タ
リ
ン
グ
な

ど
の
支
払
手
段
に
つ
い
て
も
、
支
払
期
日

ま
で
に
代
金
相
当
額
を
得
る
こ
と
が
困
難

な
も
の
は
併
せ
て
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

③　
運
送
委
託
の
対
象
取
引
へ
の
追
加

　

製
造
、
販
売
等
の
目
的
物
の
引
渡
し
に

必
要
な
運
送
の
委
託
が
、
規
制
対
象
の
取

引
に
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
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